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1 はじめに

近年，学力低下が問題視された日本では学習指導要領が

見直され，脱ゆとり化が進まれた．結果として，2018年度

に実施された学習到達度調査（PISA2018）では，数学的

リテラシー分野において OECD加盟国の中で 1番の成績

であり，科学的リテラシー分野においても世界トップレベ

ルの成績を残した [1]．しかし，読解力分野においては順位

が低下傾向にある．判断の根拠や理由を明確にしながら自

分の考えを述べることを始め，未だ課題の残る日本教育だ

からこそ，他国の教育から学ぶ内容は多いように思う．フ

ランスはデカルトやフェルマー，パスカルなど著名な数学

者を多く輩出している．学習到達度調査の成績は決して良

くはないが，数学のノーベル賞とも呼ばれるフィールズ賞

ではアメリカに次いで 2番目に受賞者が多い国である．こ

の背景には，教育制度や指導法に理由があるのではないか

と考えた．

本研究では，フランスではどのような数学教育が行われ

ているのかを，学校制度や教育課程，教科書を比較するこ

とにより相違点を見出だし考察していく．

2 フランスの学校制度

フランスでは学校教育制度として 6歳から 16歳までの

学業が義務教育であったが，平等なスタートラインを確保

するため，2019 年度より義務教育を 3 歳からに引き下げ

た．学校段階は，初等教育に 3年制の幼稚園と 5年制の小

学校，中等教育に 4 年制のコレージュ（中学）と 3年制の

リセ（高校）及び職業教育リセが設置されており，その後

希望する者は高等教育に進む．高等学校修了時にはバカロ

レアと呼ばれる，高等学校修了資格かつ大学入学資格とな

る資格試験に合格しなくてはならない [2]．中学校修了時

点で約 20 ％の生徒が留年するように，幼稚園時から留年

や飛び級制度があり，学年と年齢が一致しないことも多々

ある． 失業率が高いフランスでは「職業教育の強化」が教

育政策の重要な柱の 1つに位置づけられており，就職希望

者向けの職業教育リセをコレージュ卒業時に選択できる．

なお，義務教育期間はもちろん，大学を含む高等教育まで

公教育は基本的に無償である．移民大国であるフランスだ

からこそ，平等に教育機会を与えることに力をいれている

ように考える．留年や飛び級制度に関しても，移民による

言語の壁がある以上，全員をサポートするためにも必要な

制度のように思う．

3 中学校の数学の指導要領

中学校の数学の学習指導要領は，2004年以降，順次新し

いものが公示されており，2008 年に完全版とも言える学

習指導要領が公示された．ここでは 2008 年の学習指導要

領を参照し，要点を示す．

中学校では 1年次を「適応期」，2年次と 3年次を「主要

期」，4年次を「進路指導期」と 3つの学習期に分けられ，

学習指導要領は学習期ごとに定められている．なお，学習

内容は学年ごとに明記されており，内容と方法が簡潔に示

されている日本のものと異なり，指導内容まで細かく定め

られている．

3.1 過程目標

中学校数学では，「推論，創造，批判的分析の能力を育

成し，数学文化について不可欠な基礎を身につける」こと

を最終目標とし，問題の解決を通して以下の活動を行って

いる．

1. 問いを見つけ定式化すること

2. 仮説を立て事例で実験すること

3. 論拠を構築すること

4. 結果の適切性を評価することにより得られた結果を確

認すること

5. 探求を伝えること

6. 解決方法をまとめ上げること

これらの活動は「真の数学的な活動」と呼ばれているもの

である．日本においても学習指導要領で「数学的活動」と

いう似ている語が用いられているように，教師の説明だけ

の学習や単なる計算練習を行うだけの学習ではなく, 生徒

自身が目的意識をもって主体的に取り組む活動に重きを置

いている点では共通している．

4 フランスの中学校の教科書

実際にフランスの教科書を手に持つと日本の教科書に比

べ，明らかに重たいと感じる．ページ数は約 300ページで

字が小さい上に，余白が少ないことからも，日本のものよ

りもかなり学習内容が多い印象を受ける．教科書は学習指

導要領における「資料の整理と管理，関数」，「数と計算」，

「幾何」，「大きさと測定」の 4 つの領域をもとにまとめら

れている．

4.1 ICTの利用

中学校の教科書には，関数電卓および計算ソフト，作図

ソフトの使い方など丁寧な解説が載せてある．これらは

学習指導要領で必須とされており，試験での使用も認めら

れていることが多い．日本でも 2020 年度より実施される

「新学習指導要領」に盛り込まれているように，教育現場の

ICT化の動きがあるが，現状は整備が遅れていると言わざ

るをえない．
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図 1 電卓の使用問題例

4.2 内容の比較

日本とフランスにおいて，中学卒業時点で学ぶ領域に大

きな差はないが，学ぶ順序に違いが多く見られた．「数と

計算」の範囲で例を挙げると，日本では小学校で扱われる

「分数の和・差・積」を第 5級（中 1）で，「正負の数を含

む分数の四則演算」を第 4級（中 2）で，「既約分数」・「最

大公約数」を第 3級（中 3）で扱う．「分数」が初めて扱わ

れるのは小学校 5年目であり，分数学習に 5年間かけてい

ることになる．

「文字式」は日本よりも早く第 6級（小 6）から学び始め

るものの，第 5級までは文字で与えられた値を表現するこ

とだけを中心に学び，第 4級で一元一次方程式，第 3級で

連立二元一次方程式を扱う．なお，コレージュでは一次式

のみ扱い，日本では第 3学年で扱われる二次方程式，多項

式は扱わない．なお、日本では高校で学ぶ一元一次不等式

は第 3級で扱う．

「三平方の定理」は平方根との結びつきが強く，日本では

中学 3年時に平方根を十分に理解させたあと，三平方の定

理を扱う．それに対して，フランスでは平方根を非常に簡

単にしか扱わないまま，三平方の定理を第 4級で扱う．こ

れを可能にしているのは，関数電卓及びテクノロジーの利

用が浸透しているからである．学習指導要領でも教科書で

も，電卓の√キーを使うようにという指示がされてある．

このように，フランスではひとつの概念に対して学年に

わたり慎重に扱い，時間をかけて学ぶ特徴があり，繰り返

し学習に重きをおいたカリキュラムと言えるだろう．

4.3 教科書の構成

各章は「復習」・「活動」・「講義」・「方法」・「演習」で構

成されている．「復習」は今まで学んだ内容とのつながり

を意識させるものとなっている．時間をかけてひとつの分

野を学ばせるフランスだからこそ必須の項目だと言えるだ

ろう．「活動」は，当該章において何が問題となるのかを把

握するためのものであり，そこでは数学概念を発見できる

ような課題や問題が与えられている．「講義」は，学習内

容である新たな数学概念の定義や性質をまとめたものであ

る．「方法」は,「講義」にある定義や性質をもとに，問題の

解決方法をまとめたものであり，日本の教科書の例題にあ

たる内容である．「演習」は演習問題を集めたものである.

日本の教科書との大きな違いは，「演習」の充実度である．

基礎的な問題だけではなく図 2のような実生活に関わる問

題が多く含まれる．実際のデータを扱うと解答が割り切れ

ないことも多く，日本では敬遠されがちである．これは電

卓を使うことが日常化されているフランスだからこそでき

ることでもあるが，生徒に関心をもってもらうには効果的

だと考える．また「講義」・「方法」により概念と解法が丁

寧にまとめられており，教科書と同時に参考書と問題集の

役割を備えている．

図 2 実社会との関連問題例

5 おわりに

日本の数学教育とフランスの数学教育との相違点は，演

習の量と電子機器の利用率にあると感じた．これには日本

人とフランス人の教科書に対する捉え方の違いが顕著にあ

らわれているのではないかと考えた．日本ではほとんどの

場合，授業は教科書に沿って行われ，教員の説明を付け足

すことにより，ひとつの教材として完成されるといえる．

それに対して，フランスの教科書は説明や解説がかなり詳

しく記されており，教員の助けがなくとも理解しやすい内

容となっている．日本では教科書が授業のための教材，フ

ランスでは教科書が自主学習のための教材だといえる．ま

た,電子機器の利用率からフランスでは純粋な計算力より，

生活・職業の道具として使えるようになることに重点をお

いているといえる．電子機器を使うことにより，より多く

の実社会のデータを交えた問題にふれることが可能にな

り，生徒の関心を引き出せるように考える．
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